
78,274 

73,890 
70,585 66,984 

63,100 
58,989 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

H27 H32 H37 H42 H47 H52

総人口

高齢者人口(65歳以上)

生産年齢人口(15歳～64歳)

年少人口(14歳以下)

27.4%

39.5%

（（単位：人）

市民文化
系施設 
5.5% 

社会教育系施設
 

3.8% 

スポーツ・レクリエーション施設 10.0% 

学校教育系施設
 45.4%

 子育て支援施設 
2.1%  

保健・福祉施設 
3.2%  

行政系施設 
12.9% 

市営住宅 
8.8% 

公園 
0.5% 

その他 
1.4% 上水道施設 

0.7% 

下水道
施設 

4.8% 

医療施設（病院会計）
 

1.0% 

 

589 582 568 547 536

358 386 403 441 428
7 10 10 21 16

370 469 490 493 530

365 206 205 185 211

488
344 370 404 346

268
264 276 319 305

25 208
308 140 183

4 4
5 4 4295 304

352 336 339

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H21 H22 H23 H25 H26

繰出金

貸付金

積立金・投資及び出資金

公債費

投資的経費

補助費等

扶助費

維持補修費

物件費

人件費

928 912 922 905 908

568 671
846

704 688

441
525

436
438 515

195
85

118
159

272
415 359

404
420

374161 173
203

178
188147 137

171
169

49

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H21 H22 H23 H25 H26

その他特定財源

都道府県支出金

国庫支出金

地方債

その他一般財源

地方交付税

地方税

「笠間市公共施設等総合管理計画（案）」   の概要   －人口・財源と総量把握－

　本市では、人口の増加や行政需要の拡大などを背景に、昭和40年代から50年代に学校・公民館等の多く
の公共施設を整備してきました。これらの公共施設は、経年劣化が見られ、今後維持管理していく上で、大
きな財政負担になることが予想されています。
　このような中、市の公共施設の機能向上及び財政負担の平準化等に資するため、公共施設の長寿命化や
統廃合等を推進する指針となる「笠間市公共施設等総合管理計画」を策定するものです。

2. 目的

①対症療法的維持管理から予防保全的維持管理への転換
　予防保全的維持管理の考え方に基づき、長寿命化を推進し適切な維持管理を図ります。
②財政負担の平準化
　今後、集中する公共施設の大規模改修・更新等の時期を分散することにより、財政負担の平準化を図ります。
③将来更新費の把握
　公共施設の適切な更新時期を検討するために、公共施設の維持管理・更新に要する費用を把握します。

1. 背景

3. 計画の位置づけ

「「イインフラ長寿命化基本計画（（個別施施設計画））」  

各インフラの管理者は、行動計画に基づき、個別施設毎の具体の対応方針
を定める計画を策定すること。

 

 

 「「イインフラ長寿命化基本計画（（行  動動  計計  画画））」  

各インフラを管理・所管する者がインフラの維持管理・更新等を着実に推進
するための中期的な取組の方向性を明らかにする計画を策定すること。

 

 （（個個  別別  施施  設設  計計  画画））  

道路、橋梁、公園、上水道、下水道、学校、市営住宅、・・・

（政府決定）

総人口の推移

4. 人口と財源  
（（単位：千千万円円）  

歳入の状況

歳出の状況（投資的経費の内訳）

　本市の人口は平成27年から平成52年で24.6％減少し、
高齢化率は27.4％から39.5％に増加する（12.1ポイント
増）と予測されています。
　歳出は、少子高齢化の進行に伴い、義務的経費は増加
し投資的経費は減少という傾向にあります。

①施設用途別の建物延床面積の内訳 [ 公共建築物 ] ②人口一人当たり公共施設延床面積 [ 公共建築物 ]

①施設用途別の建物延床面積の内訳：
　本市が保有する公共建築物の内訳は学校教育施設が最も多いことがわかります。
②人口一人当たり公共施設延床面積：
　全国平均は 3.42 ㎡ / 人であり、人口 7.5 万～ 8.5 万人都市平均は 3.12 ㎡ / 人で
　あることから、現状では全国平均と同規模の都市平均より少ない状況です。
③インフラ施設の整備状況：
　整備年次のピークは昭和 50 年代から平成 20 年頃となっており、その後、平成
　27 年現在までの新規での整備は減少しています。

③インフラ施設の総量

 

笠間市公共施設等総合管理計画
施設類系 総延長/総面積

道路 1475㎞

橋梁 4.5㎞

公園施設 36.39ha

上水道施設 849km

下水道施設 294km

農道 93km

林道 31km

集落排水施設 110km

（（単位：千千万円円）  

5. 総量の把握
資料：国立社会保障・人口問題研究所公表資料
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　公共施設等全体をすべての市
民の大切な資産と捉え、市民と
問題意識を共有しながら、一部
の利便や利益に偏ることなく、
公共施設等の将来の方向性の確
立に向けて取り組みます。

　常に公共施設等の全体像を把握し、市民の安全や生活を守る観点
から、公共建築物やインフラ施設の類型による性格の違いを考慮し
ながら、住民サービスと財政負担のバランスに配慮し、総合的なマ
ネジメントに取り組みます。

公共建築物の総量の削減 公共建築物の再編・最適化

公共施設等の
マネジメント体制を確立

今後 30年間で、延床総量を 20%削
　減します。
新規の公共建築物の建設を抑制しま

　す。ただし、新規整備が必要な場合
　は以降の計画で総量が削減されるよ
　う調整します。

施設の評価を実施し、将来の笠間市に合った集約・
　複合化などの再編シナリオを策定します。
社会状況の変化や市民ニーズに対応して、施設の機

　能を見直します。
施設の再配置が必要な場合は、都市機能の集約すべ

　きエリアとの整合を図りながら配置の方針を検討し
　ます。

公共施設等の長寿命化を可
　能な限り図ると共に、計画
　的、効率的な改修・更新を
　推進し、将来更新費用を縮
　減します。
民間活力（PFI、PPP、民 　

間委託等）の活用を検討し、　
改修・更新・維持管理に係　
るコストを縮減します。

官民の連携、民間提案
　の活用を積極的に推進
　します。
低未利用地や余剰施設　

　は、貸付による利活用
   や売却を積極的に促進
   します。

全庁的に取り組むための体制を
　確立します。
公共建築物とインフラ施設の個
　別の長寿命化計画を策定し、
　推進します。

6. 将来更新費用の縮減に向けたシナリオ検討 公共建築物とインフラ施設の将来更新費用

対策実施後法定耐用年数通り

　法定耐用年数により算定した結果を用いて公共建築物とインフラ施設の総事業費を重ね合わせると、今
後40年間の総事業費は2,710.2億円で、年平均は67.8億円となります。過去5ヵ年（突出した値となる平成
24年度は除く）の公共建築物と、インフラ施設に関する投資的経費の合計の年平均は44.2億円であり、23.6
億円の財政不足が見込まれる計算となり、更新費用の縮減が必要となります。（図1）
　そこで、次のような3つの対策を講じたシナリオで将来更新費用を再計算しました。
　　　・インフラ施設の長寿命化（法定耐用年数の3割延命）
　　　・公共建築物の総量削減（今後の人口減少と同等となる2割削減）
　　　・対策時期の調整による予算平準化
　このシナリオは、住民サービス面とコスト面の調整により、将来更新費用を投資的経費のバラン
スを図ろうとするものです。
　このような対策を講じた結果、今後40年の総事業費は1,769.1億円で、年平均は44.2億円となります。そ
の場合であっても、平成28～29年度、平成55～67年度にかけては、過去5ヵ年（突出した値となる平成24年
度は除く）の公共建築物とインフラ施設に関する投資的経費の合計の年平均44 .2億円を上回る結果と
なっています。（図2）

・本市では平成 18 年に合併して以降、公共的施設の整備を行ってきましたが、合併算定替及び合併特例債の
 発行の終了や人口減少による人口構造の変化に伴う歳入悪化も見込まれます。
・これらは公共施設のサービス水準の低下を招き、市民生活への影響が生じることが懸念されます。
・したがって、公共施設の将来更新費用をより縮減することを一層推進しながら、公共施設の品質・供給量の 
 低下を防止するため、公共施設等の点検、診断、維持修繕を適切な時期に適切な方法で実施することで施設
 の長寿命化を図ることが必要です。
・また、将来の人口や利用状況を予測し、公共施設等のサービス水準を見直しながら供給過多とならないよう
 にしていくことが必要です。
・また、公共施設の管理を今までより効率的かつ効果的に実施することや低・未利用の市有資産の売却・貸付
 を行うことと合わせて民間活用についても検討していきます。

将来更新費用の縮減

公共施設等の総合的なマネジメント

質と量の最適化 公共施設等の将来の方向性確立

既存ストックを効率的
かつ有効に保全・活用

基本
理念

　品質（老朽化に伴う機能低下
等の状況等）、供給（人口・交
通量等の利用状況等）、財務（将
来の維持更新費の低減、効率的、
合理的な発注方式等）の 3 つの
視点から検討を進め、質と量の
最適化に取り組みます。

方針 1

方針 3 方針 4 方針 5

方針 2

7. 現状と課題の基本認識

8. 基本方針 

図 1　公共建築物とインフラ施設の将来更新費用（法定耐用年数ベース） 図２　公共建築物とインフラ施設の将来更新費用（長寿命化＋総量削減＋平準化）

「笠間市公共施設等総合管理計画（案）」   の概要  －課題認識と基本方針－
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計計画年度（今後 40年年）

公共建築物 道路
橋梁 公園施設
上水道施設 下水道施設
農道 林道
集落排水施設

既既存更新分のみ：1,752.5百百万円

新新規整備・用地取得分も含む： 4,415.6百百万円
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計計画年度（今後40年年）

公共建築物 道路
橋梁 公園施設
上水道施設 下水道施設
農道 林道
集落排水施設

既既存更新分のみ： 1,752.5百百万円

新新規整備・用地取得分も含む：4,415.6百百万円

総事業費：2,710.2 億円

年平均：67.8 億円
総事業費： 1,769.1 億円 

年平均：44.2 億円
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